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※本事業は、令和６年度の予算成立を前提として、事業企画案の募集・審査を 

実施するものです。 
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募 集 要 項 

 

１ 趣旨 
   本市は、「新見市まちづくり基本条例」の規定に基づく住民自治を基本とした協働 

によるまちづくりを推進しており、「市民と行政が対等なパートナーとしてまちづく 
りに参画し、ともに考え、ともに行動していくこと」が重要だと考えています。 

   この事業は、「民間」の柔軟な発想や専門性と「行政」が持つノウハウなど、互い
の知恵と力を合わせた市民との協働を推進するため、地域課題の解決や地域の活性化
などを目的に、市民団体等が自ら企画実施する事業を公募し、提案団体へモデル的に
委託して実施するものです。 

      実施後は、事業効果を検証するとともに、高い成果が認められる取組については、
市の施策（事業）として活用を検討します。 

   市民のみなさんが行政施策の一翼を担っていただくことで、官民連携による協働の
まちづくりが促進されるよう取り組むものです。 

 

２ 事業の種別 
  募集する事業企画には、次の２種類があります。 

 （１）市民提案型 
    市民団体等が地域課題を提示し、その課題を自ら解決する事業企画を提案します。

実施については、市と協働して行います。 

 （２）行政提案型 
    市が地域課題や行政課題を提示し、その課題を解決する事業企画を市民団体等が

提案します。実施については、市と協働して行います。 
 

３ 募集テーマ 
 ★市民提案型事業については、下記の４つのテーマで募集します。 
 

  ■テーマ１ 地域内経済が好循環する地域をつくる 

   ●新見市の資源を活かして、稼ぐ地域を作り出す事業 

   【具体例】 

    ・地域食材を活用した新メニューの開発・提案 

    ・新見の食、生活、自然が体感できる農家民宿、農家レストランの検討・運営 

    ・廃棄する資源を再利用するビジネスの実証実験 など 

      

  ■テーマ２ 新しいひとの流れをつくる 

    ●ＩＪＵターンや関係人口の増加につながる事業 

     【具体例】 

    ・移住希望者への情報提供・体験会や物件掘り起こしなどの空き家対策 

    ・異文化の体験や地域の祭りを活かした市外の人たちとの交流 

    ・市外の若者を呼び込む事業の実施 など 

         

  ■テーマ３ 結婚・出産・子育ての希望を実現できる地域をつくる 

   ●若者が結婚から子育てまで安心して行える環境を整備する事業 

   【具体例】 

    ・地域人材を活用した「無料塾」の開講 

    ・「こども食堂」の開設・運営 

    ・子育て中の親が気軽に集まれるカフェの開設・運営 など 

         



令和６年度 

- 2 - 

■テーマ４ 安心して暮らし続けられる持続可能な地域をつくる 

   ●人口減少下でも、安心安全な生活を実現するための事業 

   【具体例】 

    ・生活支援などに取り組むボランティア組織の設立・運営 

    ・住民組織やＮＰＯと行政を結ぶ支援組織の設立・運営 など 

 

 ★行政提案型事業については、下記の５つのテーマで募集します。 

 

  ■テーマ１ これからの地域を担う人材を育てる 
   ●新たなリーダーや後継者となる人材を見つけ、育成する事業 

   【具体例】 

    ・新見高校生を巻き込んだ、地域産業等への理解や関りを醸成する事業の実施 

    ・リーダーとして活躍している人物と地域の若者との交流を促す取り組み など 

 

  ■テーマ２ 地域の紹介・アピールとなる情報を発信する 
   ●地域の情報を広く発信し市内外からの注目を集める事業 

   【具体例】 

    ・新見高校のさらなる魅力化及び魅力発信事業 

    ・「森の芸術祭 晴れの国・岡山」の開催に関連した本市の魅力アピール 

・新たな地域資源や観光資源の発掘、再発見及びＳＮＳ等を介した情報発信 

    ・地域をアピールする映像作品の作成 など 

 

  ■テーマ３ 快適な暮らしができる環境を整える 
   ●人にも自然にもやさしい豊かな地域をつくる事業 

   【具体例】 

    ・CO2 削減に関する取り組みの普及啓発や活動の推進 

    ・ゴミの削減や３Ｒに関する啓発活動の実施 など 

 

  ■テーマ４ 地域の歴史・文化を保存し繋いでいく 
   ●地域の価値ある史跡を調査、保存、発信する事業 

   【具体例】 

    ・子ども達が地域の伝統文化を体験できる場を設け次世代へと継承する事業 

    ・地域の偉人や伝承について調査し、歴史的な価値を再発見する取り組み など  

 

 ■テーマ５ 地域の防災意識を高める 
   ●災害に備えた意識や体制をつくる事業 

   【具体例】 

    ・子どもの防災意識を高める啓発活動の実施 

    ・防災活動をとおして地域住民の協力体制をつくる取り組み など 

     

４ 事業の要件 
  地域や社会の課題解決につながる事業で、次のすべての要件を満たすものが対象とな
ります。（１団体につき１事業まで） 

 （１）提案団体自らが実施主体となる事業であること 

 （２）委託期間内に企画提案を行った事業が完了する単年度事業であること 

 （３）本市が実施中または実施予定の事業と重複した事業でないこと 

 （４）予算の見積もりが適正であること 

 （５）先進性、先駆性が認められ、他の模範となる事業であること 
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 【対象外事業】 

  上記の要件を全て満たしても、下記に該当する事業は対象外とします。 

 （１）国、地方公共団体及びそれらの外郭団体等から補助を受ける事業 

 （２）宗教または政治活動を目的とする事業 

 （３）公序良俗に反する事業 

 （４）特定の個人のみが利益を受ける事業 

 （５）施設整備（施設の整備や修繕等）のみを目的とする事業 

 

５ 団体の要件 
  応募できる市民団体等は、以下に掲げる要件を全て満たした団体とします。 

 （１）次のいずれかに該当する者が２人以上で構成する団体であること。 

      ア 本市内に住所を有する者 

   イ 本市内に勤務する者 

   ウ 本市内の高校、大学、その他の各種学校等に在学している者 

   エ 上記ア～ウに該当しない者のうち、本市の活性化等に貢献する意欲のある者 

 （２）組織運営のための規約や会則等を有する、営利を目的としない団体であること。 

 （３）構成員が市税等を滞納していないこと。 

 （４）構成員が新見市暴力団排除条例（平成２３年新見市条例第３２号）第２条第３号  
に規定する暴力団員等でないこと。 

 

 【対象外団体】 

  なお、上記の要件を全て満たしていても、次に該当する団体は提案団体となることが
できません。 

 （１）宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体 

 （２）他の提案団体の責任者となっている者が責任者である団体 

 

６ 必要経費の交付 
  事業実施のために直接必要な経費の全額を委託料として支払います。 

  限度額は初年度１００万円、２年目の事業は５０万円です。 

 

（１）事業実施のために直接必要な経費と認められるもの 

費 目 内 訳 

人件費 団体会員の賃金、団体会員以外のアルバイト代 

※１時間９５０円以下、１日あたり８時間を限度とする。 

報償費 外部の講師、専門家等へ支払う謝礼など 

旅費交通費 団体会員、外部の講師等へ支払う交通費など 

消耗品費 当該事業のみで使用するもの（インク、印刷用紙、文具等） 

印刷製本費 チラシやパンフレット等の印刷代、書類のコピー代など 

通信運搬費 切手・はがきの購入、物品の運搬にかかる費用など 

使用料・賃借料 会場使用料、機材等のレンタル料など（団体会員の所有物除く。） 

保険料 ボランティア保険・行事保険など 

外注費・委託費 ステージの設営や音響機器の操作など 

備品購入費 耐用年数や価格等から、消耗品と認められないと市が判断する物品
（要相談）※ 

施設整備費 施設の整備や修繕等に要する経費のうち、事業に直接必要と市が判断
するもの（要相談）※ 

 ※備品購入費の上限は１０万円（１０万円を超える部分は、団体の実費負担）とします。 
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 ※プリンター及びパソコンの類いは、その価格等に関わらず、対象外とします。 

 ※施設整備費の対象となる上限は、初年度５０万円、２年目１０万円とします。 

 ※施設整備をした場合、その施設整備をした翌年度から３年間は継続して同様の事業を
実施するものとし、継続しない場合は、当該経費相当額の返還を求める場合がありま
す。 

 

（２）対象外となる経費 
  次の経費は委託料の対象となりません。 

経常的な団体・施設等の運営に関する経費 不動産の取得に要する経費 

電話代など使途の確認ができない経費 領収書のない経費 

事業に直接関係しない経費 社会通念上適切でないと認められる経費 

 

（３）その他留意事項 
  対象となる経費のうち、１件の支払いが１０万円以上となるもの（外注や委託、備品、
施設整備等）は、見積書を取得し、領収書とあわせて提出してください。 

 

７ 事業企画の提案にかかる書類の提出 
   

 

 
 
 
 
 
 
【提出書類】 
（１）企画提案書（様式第１号）  

 （２）事業計画書（様式第２号）  

 （３）収支予算書（様式第３号）  

 （４）団体の定款、規約、会則またはこれに代わるもの（任意様式）  

 （５）団体の構成員名簿及び役員名簿（任意様式） 

 （６）直近の事業報告書及び決算書（任意様式）  

 （７）団体の活動状況がわかる資料（活動中の写真、チラシなど）  

 
 ※提出様式は、市ＨＰからダウンロードできます。また、メール送信などもいたします

ので、お気軽にご相談ください。 
 ※提出書類はお返しいたしませんので、必ずコピーを取っておいてください。 
 
８ スケジュール（今後、事情により変更になる場合があります。） 
 （１）事前相談 【令和６年３月２２日（金）１７：００まで】 
  提案したい事業企画について相談を受け、モデル的に委託する事業として適当かどう 
か担当課へ確認を行います。事前相談を希望される場合は、企画の概要が分かるものを 
総合政策課にご提出ください。 

 
 （２）応募の受付 【令和６年３月２５日（月）～４月５日（金）１７：００まで】 
  提出された書類をもとに、団体の要件を満たしているか等の確認を行い、提出を受け
付けます。総合政策課まで１部提出してください。（提出書類の規格は、原則Ａ４版と
してください。） 

事業企画の書類は、内容についてヒアリングを行いますので、総合政策課まで持参し

てください。 

なお、事前に担当課へ問い合わせる必要がありますので、どのような事業企画を提案

したいのかを、３月２２日（金）１７：００までに総合政策課へご相談ください。 



令和６年度 

- 5 - 

 
 （３）審査会 【令和６年４月中旬】 
  一般公開の審査会にて、提案団体が事業企画のプレゼンテーションを行い、審査員が
審査します。本審査会から出された結果をもとに、市長が採択する事業を決定します。
審査結果は文書にて通知します。 

 
 （４）委託契約の締結【令和６年５月上旬】 
  市と提案団体で委託契約を締結し、事業を実施していただきます。 
 
 （５）委託期間終了【令和７年２月末】 
 
（６）事業完了報告【令和７年３月】 

  事業完了後、報告書等の提出をしていただきます（３月中旬）。 
  
（７）事業報告・継続審査会【令和７年４月】 

  一般公開の報告会を実施します。また、継続を希望する団体については報告会に併せ
て審査会も実施します。 

 
９ 審査項目 
  次の審査項目をもとに総合的に審査します。 

審査項目 審査の観点 
①目的の明確性 ・事業を行う目的が、明確に設定されているか。 
②課題の把握 ・課題や原因を的確に把握しているか。 

③協働の必要性 ・課題解決のために協働という手法が必要とされているか。 
・手法は先進性等の工夫やアイデアがあり、新しい視点があるか。 

④協働による相乗
効果 

・市民団体等と市が協働することで相乗効果が期待できるか。 

⑤協働の役割分担 ・市民団体等と市との役割分担が明確かつ妥当なものか。また、行
政のノウハウの活用など多用な役割が引き出されているか。 

⑥事業の企画力及
び広域性、他地域へ
の波及効果 

・課題を効果的かつ効率的に解決する事業企画となっているか。 
・広域性を持った事業か。または、地域的な活動であっても、今後

市全域に広がる可能性を持った事業であるか。 

⑦事業の実施能力 ・市民団体等が事業実施のための専門的な知識や経験を有してお
り、提案する事業を実施できるか。 

・これまでの活動実績が認められるか。 

⑧事業の計画性 ・事業の実施に向け、実現可能な具体的なスケジュールがあるか。 
⑨事業の継続性、発
展性 

・明確な将来のビジョンや目標を持ち、協働事業終了後も継続して
取り組み、事業を発展させ実施する可能性が期待できるか。 

⑩事業への熱意 ・プレゼンテーションにおいて、市民団体等の事業に対する熱意が
認められるか。 

 
１０ その他留意事項 
 （１）委託料の交付 
    委託料については、予算の範囲内で分配するものとします。よって、事業が採択

された場合であっても、交付希望額の満額を交付できない場合があります。これに
より、提案内容の見直しが必要な場合は、事業実施までに見直しを行っていただき
ます。 

 （２）委託料の精算 
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    事業完了後、実績報告書等の書類を事務局に提出していただき、委託料を確定し
ます。余剰金が発生した場合は、精算後、戻し入れを行っていただきます。 

 （３）事業企画の内容等の公表 
    事業の内容や事業報告書等については、市ＨＰ等において公表します。 
 （４）積極的な情報提供 
    事業に取り組む際には、マスコミ等へ積極的な情報提供をお願いします。また、

事業の情報は市ＨＰのイベントカレンダーへ掲載することもできます。（掲載を希
望する場合は事前に総合政策課までご相談ください。） 

    チラシやポスターなどを作成する場合は、「本事業は、令和６年度新見市公募型 
まちづくり事業の採択を受け実施しています」という文を必ず記載してください。 
（市からの委託事業であるため、新見市及び新見市教育委員会は後援を行いませ 
ん。） 

 （５）個人情報の取り扱い 
    新見市個人情報保護条例を遵守するものとし、協働事業で知り得た情報を他の者

に漏らしてはいけません。 
 

 

※この「募集要項」は、市ＨＰにも掲載しています。 

 

    

 

 

【事務局】 

〒718-8501 新見市新見 310 番地 3 

  新見市 総務部 総合政策課 協働推進係 
  TEL:0867-72-6143  FAX:0867-72-6243 
  MAIL:kyoudou@city.niimi.okayama.jp 

 


